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第四節 経営参加と企業の社会的責任
これまでのところでは，経営参加とりわけ経営意思決定への参加が現代社
会の基調であり，ここから取締役会へのなんらかの利益代表制の導入が不可
避であるようにみえるということを，指摘してきた。この場合に注意すべき
ことは，そのような利益代表制の具体的形態は企業の置かれた状況によって
現実にはさまざまな形をとりうるということである O
例えば，わが国企業の場合，その取締役会の形態と機能は米国企業におけ
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る取締役会のそれらとかなりに相違する O 米国企業の取締役会が各種の取締
役会委員会をもつのに比して，わが国企業のそれは一般にそのような委員会
をもたない。また，米国企業の取締役会がしばしばかなりに最高管理職能を
遂行しているのに対して，わが国企業にあっては多くの場合，取締役会の無
機能化・形骸化が高度に進行しているのであって，わが国企業の場合，最高
管理職能は実質的には常務会，専務会，社長のような企業内機関によって担
当されている O あるいは，米国企業の場合，取締役会構成員に占める社外取
締役の比重がかなりに高いのに比して，わが国企業では金融機関派遣の取締
役，等を別にすれば社外取締役はむしろ例外的で、ある O
利益代表制をなんらかの形で取締役会に導入することは長期的にみる限り，
わが国企業にとっても回避しえないとみてよいが，上にみたようなわが国企
業の取締役会の特性は，米国やヨーロッパにむける形態とはかなりに異なる
形での利益代表制の導入を招来せしめるように思われる O すなわち，常務会
等の内部機関への最高管理職能の集中や取締役の社内化の高度化といった現
象は，支配機関としてはむろんのこと，経営者への助言機関として取締役会
が効果的に機能することをも困難ならしめているように考えられるとともに，
いわゆる日本的経営の特質のーったる企業による従業員指向の強さ，あるい
は企業別組合や種々の参加的意思決定方式，等もまた取締役会への従業員代
表等の参加の実現可能性を弱めているようにみえる O されば，わが国企業に
わいてさしあたり実現可能な，取締役会への利益代表制ないし利害関係者参
加は，企業が従業員，消費者，パブリック，等の利益を代表する外部取締役
を，経営者への助言と刺激を主要な役割とする取締役会になるべく多く導入
していくという形においてであろう O この場合，この種の参加は経営者によ
る企業の社会的責任の自発的引き受けと相侠った形で，企業を社会の期待に
かなうものたらしめることになると思われる D
経営参加の概念は，社会的責任の概念と異なるものである O 経営意思決定
への経営参加の概念にあっては，経営主体の多元化と経営者の自由裁量的権
力の拘束が指向される O 他方，社会的責任の概念にあっては，権力に照応す
る責任を経営者が引き受ける限りにおいて経営者の自由裁量的権力は容認さ
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れるのである O このように経営参加の概念と社会的責任の概念は異なるが，
両者は現代の経済社会において同時に作用しているとみてよ Po そして，両
者のこのような作用のうちにこれからの社会における経営参加形態はその具
体的な展開をみるといえよう O
